
概略

固定資産税 軽自動車税

・送付先等の情報を収集する様式を統一する。
・統一様式の中において、その送付先を設定する税・料

署においてのみその情報を共有する。
・収集した書類には整理番号を付番し、該当部署だけが
閲覧できるフォルダ内に管理Excelとスキャンデータを格
納することで、管理する書類の量を最低限のものに減ら
せる。

後期高齢者医療 公費医療

改
善
点

の情報を書面で他の事務に共有し、各事務のみが閲
覧できるデータで管理を行うようになります。

これまで

新しい運用

介護保険料

介護保険料

固定資産税 軽自動車税

後期高齢者医療 公費医療

は課税等に伴う納税通知や書類の送付先等の情報のやり取りを表します。

・各税・料の窓口ごとに、送付先等の情報を収集、活用
している。

・それぞれに収集する書類の様式や聴取項目が違い、情
報共有がされていない。※一部、税務課の中ではコピー
を相互に渡すことで、情報共有をしている内容の情報は
ある。

ることになる。

り、その部署の様式でまた書類の提出を求めたりするこ
とになる。
・それぞれの部署が情報を持つことで、個人情報の総量
が増え、コピー等の複製の存在も相まって、情報量が膨
大になり管理が煩雑になる。

現
状

問
題
点
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運用方法
共通 送付先設定届 相続人代表者指定届 納税管理人申告（承認申請）書

共有事務

後期高齢者医療・公費医療
介護保険料
固定資産税

軽自動車税

固定資産税

軽自動車税

固定資産税

配布窓口 各様式とも共有部署のどこからでも配布開始

配布方法

窓口配布、もしくは郵送配布
※郵送配布時は、持っている部署は返信用
封筒を添えて
→配布する時点で管理Excelに入力し、整理
番号を取る。管理Excelには配布年月日・配
布部署・渡した相手等を入力し、可能であ
れば用紙にも整理番号を記載。

回収後

原本を固定資産税係に渡す。
→固定資産税係は宛名番号を書き込み、管
理Excelに入力、回収時点のスキャンデータ
を格納し、回覧スタート
※この時点でのスキャンデータは、固定資
産税係繁忙期等の際は行わない。
※回収担当部署が急ぎの場合は、先にシステ
ムに入力してから固定資産税係に渡す形も可
とする。

回覧中

回覧された内容は該当有無にかかわらず、

入力を行うこと。自部署が当該様式で指定
されている場合は、対応するシステムに入
力。基本的に写しは取らない。
※整理番号も一緒に入力を推奨。管理Excel
で容易に検索できるため。
他部署の入力も控えているため、迅速に回覧
のこと。

回覧後

最後の部署が回覧を終えたら、固定資産税
係に戻す。固定資産税係は回覧後の原本を
スキャンに取り、基幹系共有フォルダ内に
格納。併せて原本保管。

配布する
場合1

電話等で「納付書を今後○○に送って」等
の申し出があった際も、基本的には対応す
る届をまず送り、その提出を待ってから設
定すること。
ただし、その時限りの納付書の送付希望で
あれば、ただちに納めてもらうことを優先
し、指定の住所へすぐに納付書を送付する対
応でも可とする。
納税課が電話連絡等で送付先を把握した際
は、該当する税・料目の部署に依頼し、そ
の部署から郵送配布。

各税・料目に登録された送付先等住所では
ないところへ、書類の送付を希望される場
合。

納税義務者が死亡し、納税義務を承継させ
る者を特定する必要がある場合。固定資産
税においては主に窓口手渡し、それ以外は
郵送配布。

納税義務者が市外者となった場合が原則。
実際は国内に居なかったり、成年後見人を
開始するなど納税義務を果たすことが難し
かったりする場合。

配布する
場合2

受取人まで変更の旨の場合で、固定・市県
がある場合は、納税管理人申告も提

出してもらう。

納税管理人が市内者であれば申告書として、
市外者であれば承認申請書として手続き。

問い合わせ窓口 配布を行った各部署が受け付ける。

内容に変更が
あった場合

同じ様式に、変更もしくは解除として届け出
てもらう。

基本的に変更の申し出は想定しないが、内
容に従って同じ様式を用いて滞りなく処理
すること。

同じ様式に、変更もしくは廃止として届出て
もらう。

押印 不要とする。押印欄も廃止。

添付書類

届出者の本人確認書類の添付もしくは提
示。
納税義務者・被保険者の本人確認書類の写
し。
成年後見人による届出であれば、その内容
についての証明の写し。

なし。
※ただし届の内容が確認できる書類（遺言
や遺産分割協議書など）があれば提出しても
らう

納税管理人の設定理由が成年後見人の開始
であれば、その内容についての証明を求め
る。

設定解除

基本的には届かなくなった（返戻された）
時点で、まず電話連絡のこと。その後、対
応する書類を送付し、変更もしくは解除と
して届け出てもらう。

設定済みの送付先があって、しかし納税課
等の実調により異なる居所が判明した際
は、調査実施部署の依頼により職権削除と
する。その際、朱書きで職権削除の内容の
送付先設定届を作成し、従来の流れに従い
回覧すること。
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フロー図
① ② ③ ④ ⑤
配布
付番

回収
集約

※スキャン
回覧開始

回覧完了
スキャン

固定資産税 固定資産税 固定資産税係 固定資産税係

軽自動車税

軽自動車税 軽自動車税

後期高齢者医療

後期高齢者医療 後期高齢者医療 公費医療

公費医療 公費医療 介護保険料

介護保険料 介護保険料

①配布
 付番

行う部署

②回収

行う部署

③集約
 ※スキャン

行う部署

④回覧開始

行う部署

⑤回覧完了
 スキャン

行う部署 固定資産税

市

回覧が完了したら固定資産税係に書類原本が戻る。固定資産税係は戻ってきた書類をスキャンし、データ格納場所に保管。併せて管理Excelに入力。
この管理Excelは、各税・料の部署、および納税課がデータ上で閲覧し、疑義等が生じた場合や問い合わせがあった場合の内容確認に用いる。

回覧されてきた書類を確認・押印し、管理Excelに設定の有無の入力、送付先等の設定がある場合はe-AD2等のシステムに入力し、次の部署へ。
基本的に複製は作らない。

回収した書類は、すべて固定資産税係に集める。固定資産税係は、宛名番号の記載とスキャンを行い、管理Excelに紐づけのうえ回覧する。
※この時点でのスキャン作業は、固定資産税係繁忙期等対応に余裕がない際は行わない。

Excelに入力。整理番号は可能であれば用紙にも記載。

固定資産税
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送付先変更・住所変更届　　記入例

②

届出者について記入す

る。

※介護保険に関して、

原則本人以外からの届

出は受付できません。

④

送付先での受取人に

ついて、該当する個所

に を付ける。

その内容によって、枠

内の必要な個所を記

入する。

※固定資産税、市民

税・県民税は、納税義

務者と別の人を受取

人にする場合、納税

管理人申告書をご提

出ください。

⑤

この届の内容を適用

させる書類、変更の理

由、期間設定を で

選択する。

すべての書類を希望

する場合、右記のす

べての書類を 。

変更の理由がその他

の場合、必ず内容を

記入してください。

① 届の内容について、新規・変更・解除のいずれかに

○を付ける。

③

納税義務者・被保険者

について記入する。

届出者と同じであっても、

生年月日は必ず記入す

ること。

理由： ）

ダザイ レイワ

ダザイ レイワ
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□ 受給者管理：被保険者証、負担割合証、負担限度額認定証等



相続人代表者指定届兼固定資産現所有者申告書　　記入例

※裏面に続きます

③

現所有者代表が①と同

じ場合は1に、異なる場

合は2に○を付ける。

2を選択した場合

④

現所有者代表について

記入する。

①

相続人代表者になる方

について記入する。

②

被相続人（亡くなられた

方）について、死亡時の

住民票上住所または居

所を記入する。
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⑥

相続人代表者以外

に法定相続人がい

る場合は、全員分を

記入する。

1番の2

1番
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納税管理人申告（承認申請）書　　記入例

①

納税管理人を設定する

税目と設定の区分を選

ぶ。

②

納税管理人を設定す

る税の納税義務者に

ついて、書く。

③

納税管理人を

・新規に設定

・現在の設定を廃止

→上の段に記入

・現在の設定を変更

→下２段に記入

④

承諾書の欄について

は、納税管理人（変更

の場合は新しい納税

管理人）が自署してく

ださい。

※納税管理人の設定区分

・申 告：納税管理人が太宰府市居住者

・承認を申請：納税管理人が太宰府市外居住者

だざい しょうわ

太宰 昭和
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　第300条第1項（市民税）の規定により、
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避難
ひ な ん

行動
こ う ど う

要支援者
よ う し え ん し ゃ

避難
ひ な ん

支援
し え ん

制度
せ い ど

について（お知
し

らせ） 

●避難行動要支援者避難支援制度
ひなんこうどうようしえんしゃひなんしえんせいど

とは・・・ 

 地域
ちいき

における支援
しえん

を希望
きぼう

される人
ひと

を、避難
ひなん

行動
こうどう

要支援者
ようしえんしゃ

名簿
めい ぼ

に登録
とうろく

し、いざという

ときのために、市
し

及
およ

び防災
ぼうさい

関係
かんけい

機関
きか ん

や避難
ひなん

支援者
しえんしゃ

に対
たい

して、平常
へいじょう

時
じ

からその情報
じょうほう

を

共有
きょうゆう

することで、災害
さいがい

時
じ

の避難
ひなん

の手助
てだす

けや安否
あんぴ

確認
かくにん

などに役立
やくだ

てます。 

 登録
とうろく

の申請
しんせい

は支援
しえん

を希望
きぼう

される人
ひと

が、市
し

に申請書
しんせいしょ

を提出
ていしゅつ

してください。 

●個人
こじん

情報
じょうほう

の共有
きょうゆう

に関
かん

する同
どう

意
い

について 

災害
さいがい

対策
たいさく

基本法
きほんほう

第
だい

49 条
じょう

の 11に基
もと

づき、避難
ひなん

支援
しえん

等
とう

関係者
かんけいしゃ

に対
たい

して、地域
ちいき

での避難
ひなん

支援
しえん

に必要
ひつよう

な個人
こじん

情報
じょうほう

を共有
きょうゆう

し、災
さい

害
がい

時
じ

等
とう

の支
し

援
えん

に活
かつ

用
よう

します。このため、申請
しんせい

の際
さい

には、支援
しえん

に必要
ひつよう

な個人
こじん

情報
じょうほう

を共有
きょうゆう

してもよいという本人
ほんにん

の同意
どうい

が必要
ひつよう

とな

ります。 

※個人情報
こじんじょうほう

の取
と

り扱
あつか

いについては、市
し

及
およ

び避難
ひなん

支援
しえん

等
とう

関係者
かんけいしゃ

において適正
てきせい

に管理
かんり

し、避
ひ

難
なん

支
し

援
えん

に関
かか

わる目的
もくてき

以外
いが い

には使用
しよう

しません。

市
し

 役
やく

 所
しょ

登録
とうろく

の周知
しゅうち

登録
とうろく

の申請
しんせい

協
きょう

    力
りょく

支援
し え ん

を希望
き ぼ う

される人
ひと

民生委員
み ん せ い い い ん

・ 

児童
じど う

委員
いいん

等
とう自治

じ ち

会長
かいちょう

声こ
え

か
け

登
録

と
う
ろ
く

の協
き
ょ
う

力
り
ょ
く
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●申請書
しんせいしょ

の提出先
ていしゅつさき

防災
ぼうさい

安全課
あんぜんか

、福祉課
ふ く し か

、介護
かいご

保険課
ほ け ん か

、高齢者
こうれいしゃ

支援課
し え ん か

（地域
ちいき

包括
ほうかつ

支援
しえん

センター、地域
ちいき

包括
ほうかつ

支援
しえん

サブセンター）、子育
こそだ

て支援
しえん

課
か

●避難行動要支援者避難支援制度
ひなんこうどうようしえんしゃひなんしえんせいど

の対象者
たいしょうしゃ

①75歳
さい

以上
いじょう

のひとり暮
ぐ

らしの人
ひと

、または75歳
さい

以上
いじょう

のみの世帯
せたい

②介護
かいご

保険
ほけん

の要介護
ようかいご

3以上
いじょう

の人
ひと

③身体障害者手帳
しんたいしょうがいしゃてちょう

1・2級
きゅう

の交付
こうふ

を受
う

けているひとり暮
ぐ

らしの人
ひと

④療育手帳
りょういくてちょう

A の交
こう

付
ふ

を受
う

けているひとり暮
ぐ

らしの人
ひと

⑤精神
せいしん

障害者
しょうがいしゃ

保健
ほけ ん

福祉
ふくし

手帳
てちょう

1 級
きゅう

の交
こう

付
ふ

を受
う

けているひとり暮
ぐ

らしの人
ひと

⑥その他
た

、必要
ひつよう

と認
みと

めた人
ひと

（日中
にっちゅう

のみひとりの高齢者
こうれいしゃ

、難病
なんびょう

患者
かんじゃ

、妊産婦
にんさんぷ

、 

乳幼児
にゅうようじ

（3歳
さい

目途
め ど

）、外国人
がいこくじん

など） 

※施設
しせつ

や病院
びょういん

等
とう

に長期
ちょうき

に入所
にゅうしょ

・入院
にゅういん

されている人
ひと

は対象
たいしょう

になりません。 

●注意
ちゅうい

避難
ひなん

行動
こうどう

要支援者
ようしえんしゃ

への支援
しえん

は、避難
ひなん

支援者
しえんしゃ

による任意
にん い

の協 力
きょうりょく

であり、名簿
めいぼ

への

登録
とうろく

によって、災害
さいがい

時
じ

の支援
しえ ん

を保証
ほしょう

するものではありません。また、避難支援者
ひなんしえんしゃ

は、

避難
ひなん

行動
こうどう

要支援者
ようしえんしゃ

の誘導
ゆうどう

等
とう

に関
かん

して、その責任
せきにん

を負
お

うものではありません。 

 申請
しんせい

時
じ

と状 況
じょうきょう

の変化
へんか

（ひとり暮
ぐ

らしの避難行動要支援者
ひなんこうどうようしえんしゃ

が施設
しせつ

に入所
にゅうしょ

した、子
こ

どもが生
う

まれ大
おお

きくなり支援
しえん

の必要
ひつよう

が無
な

くなったなど）があった場合
ばあい

は、防災
ぼうさい

安全課
あんぜんか

までお知
し

らせください。 

問
と

い合
あ

わせ 

太宰府市
だ ざ い ふ し

 総務部
そ う む ぶ

 防災
ぼうさい

安全課
あんぜんか

 防災
ぼうさい

対策係
たいさくがかり

〒８１８－０１９８

太宰府市
だ ざ い ふ し

観世音寺
かんぜ お ん じ

一
いっ

丁目
ちょうめ

１番
ばん

１号
ごう

電話
でんわ

 ０９２－９２１－２１２１（内線
ないせん

５１９）、F A X
ファックス

 ０９２ー９２１－１６０１
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新型コロナワクチン予防接種事業
■目的

■概要：国、都道府県及び市町村が役割分担し円滑な接種を実施していく。16歳以上が
対象であり、優先順位に沿って順次進める。

■接種の受け方：市町村が送付する接種券を受け取り予約する。接種回数は２回で、原則

■太宰府市のスケジュール(予定)：65歳以上の高齢者へ、４月末から段階的に接種券の送付
を開始。接種は５月下旬から開始し数カ月かけて実施する。64歳以下の接種は、高齢者の
進捗状況次第で開始時期を決定する。
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外部委託（年度当初担当課確認） R3.4.20作成

ID 事務等の名称 委託業者（変更前） 委託業者（変更後） 委託内容

43 富士ゼロックスシステムサービス（株） 富士フィルムシステムサービス（株）

44 富士ゼロックスシステムサービス（株） 富士フィルムシステムサービス（株）

46 犯罪人名簿等事務 富士ゼロックスシステムサービス（株） 富士フィルムシステムサービス（株）

175 上下水道料金等徴収事務
（株）日立システムズ
九州総合サービス（株）

（株）九州日立システムズ
（株）ファノバ

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの管理・修正・帳票出力・健
診及び異常水両党の点検業務

上下水道課 料金係

224 生活保護事務 （株）大正オーディット福岡支店 （株）メディブレーン レセプト点検業務 生活支援課 保護係

258 （株）日立システムズ （株）九州日立システムズ 国保年金課 国保年金係

267 （株）メディブレーン （株）オークス 診療報酬明細書点検 国保年金課 国保年金係

275 子ども医療費給付事務 （株）日立システムズ （株）九州日立システムズ システム保守・帳票の作成業務 国保年金課 公費医療係

276 ひとり親家庭等医療費給付事務 （株）日立システムズ （株）九州日立システムズ システム保守・帳票の作成業務 国保年金課 公費医療係

277 重度障がい者医療費給付事務 （株）日立システムズ （株）九州日立システムズ システム保守・帳票の作成業務 国保年金課 公費医療係

294 証明書など発行事務 富士ゼロックスシステムサービス（株） 富士フィルムシステムサービス（株）

360 後期高齢者医療関係事務 （株）日立システムズ （株）九州日立システムズ システム保守 国保年金課 公費医療係

372 （公財）福岡県すこやか健康事業団 （公財）ふくおか公衆衛生推進機構
特定健康診査集団検診の実施及び健
診結果データ管理

国保年金課 国保年金係

所属名称
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